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質量分布が一様でない中低層鉄骨造免震建物のせん断力係数分布に関する検証 

正会員 ○付慧鑫*1 
同 渡辺泰成*2 同 佐藤利昭*3 

正会員 北村春幸*1 同 佐藤大樹*4 同 宮川和明*5 

正会員 植木卓也*6 同 村上行夫*6 同 戸張涼太*5 

正会員 久保田航平*5     

 

1．はじめに  

 近年，インターネット通販市場の拡大により，都市近郊で

の物流拠点が増加している。2011 年に発生した東北地方太平

洋沖地震の影響で，企業は物流倉庫の災害対策に関心を強め

ており，免震構造を採用する事例が増えている。鉄骨造の物

流倉庫の場合，屋根に鋼板を用いることが多いことに加え，

積載荷重がかからないため，他の階と比べて屋上階の質量が

小さい。従って，質量分布が一様の解析結果から導かれた，

現在の免震建物の設計用せん断力係数分布が，質量分布の一

様ではない建物に適用できるかを調べる必要がある。 

本報では中低層鉄骨造建物を対象として，上部構造の質量

分布がほぼ一様なモデル 1 と屋上階の質量が小さいモデル 2

を用い，質量分布が一様でない建物に対する従来の手法の適

用性について検証することを目的とする。 

2．既往のせん断力係数算出方法 

 2000 年に規定された免震建築物に関する技術的基準
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で示している。ここで，γ：免震部材の力学特性のばらつき

等の影響を考慮する係数，M：上部構造の総質量，g：重力加

速度，Ai：建築基準法の基準せん断力係数分布（Ai 分布），

Qe ，Qh ，Qv：支承材，履歴系ダンパー，流体系ダンパーが

免震層の基準変位時に負担するせん断力である。以降，告示

法と呼ぶ。 

森川ら

2) 
は，告示法において免震層が非線形挙動を示す場

合に，応答が小さく評価される可能性があると考え，最上層

のせん断力係数を 2 種類の方法で評価している。1 つは，告

示法によって算出した免震層のせん断力係数に応答増幅率 a

を乗じる方法（以降，増幅率法と呼ぶ）である。もう 1 つは，

告示法によって算出した最上層のせん断力係数に割増率 b を

乗じる方法（以降，割増率法と呼ぶ）である。 

 免震構造設計指針

3) 
では，各層のせん断力係数α iを， 

siifi a αααα ⋅⋅+=          (2) 

で表している。ここで，α f：弾性支承材のせん断力係数，

α s：ダンパーの負担せん断力係数， iα ：Ai 分布，ai：係数で

ある。以降，免震指針法と呼ぶ。 

小林ら

4) 
は，基礎固定時の上部構造の 1次固有周期 T0が長

くなるほど，α s の増加によるせん断力係数の高さ方向への増

幅が大きくなる傾向を考慮するために，ダンパーによる応答

増幅 βiと Ai分布を用いて，各層のせん断力係数α iを 

siifi A αβαα ⋅⋅+=          (3) 

で評価する方法を提案している。本報では，ばらつき補正係

数ν 2σ を考慮する場合で検証する。以降，補正法と呼ぶ。各

方法のせん断力係数の構成を図 1に示す。 

3．解析モデルと入力地震動の概要 

検討は物流倉庫と想定した，平面が 67.2 m × 41.6 mの地上

4 階建ての建物を対象とする。階高は 1~3階が 7.5 m，4 階が

6.6 mである。基準階伏図と検討対象とする長辺方向の軸組図

を図 2，質量分布と剛性分布を図 3 に示す。モデル 1 は上部

構造の質量がほぼ一様である。それに対して，モデル 2 は実

際の鉄骨造物流倉庫と想定したモデルであり，屋上階の質量

がおおよそ 4 階の 1/10である。モデル 1，2 の基礎固定時の

上部構造の 1次固有周期 T0はそれぞれ 2.17 s，1.72 sである。

また，時刻歴応答解析時は，T0 に対して，減衰定数 h = 2 ％

となる初期剛性比例型の減衰を上部構造のみに与える。 

免震層は天然ゴム系積層ゴムアイソレータと履歴ダンパー

で構成する。図 4 に，免震層の配置図を示す。アイソレータ

せん断力係数分布 鉄骨造建物 

天然ゴム系積層ゴム支承 履歴ダンパー 
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(b) 軸組図 
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図 2 伏図と軸組図 

 

(a) 基準階伏図 
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図 4 免震層の配置図 
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図 3 質量分布と剛性分布 
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図 1 既往算出方法の構成 

日本建築学会大会学術講演梗概集 

（九州） 2016 年 8 月 

 

―491―

21246



は φ 800 mm，φ 1000 mmをそれぞれ，20 基，15 基，ダンパ

ーは 16 基配置する。上部構造を剛体とした場合のアイソレ

ータのみの周期 Tf は 3 ~ 6 s，ダンパーの降伏せん断力係数α s

は 0.01 ~ 0.05の範囲で変動させる。アイソレータは弾性，ダ

ンパーは完全弾塑性型の復元力特性とした。 

入力地震動は，1968年十勝沖地震の HACHINOHE EW成分

と 1991年兵庫県南部地震の JMA KOBE NS成分を位相特性に

用い，コーナー周期以降で擬似速度応答スペクトル pSv (h = 

5 %) が 80 cm/sで一定となる告示波の入力レベルを 0.5倍，

1.0 倍した地震動とする。それぞれ，ART HACHI 40，ART 

HACHI 80，ART KOBE 40，ART KOBE 80と呼ぶ。 

4．算出結果と時刻歴応答解析結果の比較 

 図 5に Tf = 4s，α s = 0.02とし，ART HACHI 40を入力した

場合の，各方法で算出した各層あるいは 4 層のみのせん断力

係数をモデル毎に示す。同図より，質量がほぼ一様なモデル

1 の場合，増幅率法，免震指針法および補正法の算出結果は

応答結果と同程度となるが，告示法の各層の算出結果は応答

結果を上回り，安全側となることが分かる。一方，屋上階の

質量が小さいモデル 2 の場合，応答結果において，4 層のせ

ん断力係数が増大する傾向を告示法，増幅率法，免震指針法

および補正法は評価できず，危険側となることが確認できる。 

 図 6 ~ 図 8 に，各方法で算出した各層あるいは 4 層のみの

せん断力係数と 4 種の地震動を入力した応答解析によるせん

断力係数の比較を示す。図 6 より，告示法ではばらつきが大

きく，モデル 2 の 4 層のせん断力係数を危険側に評価してい

ることが確認できる。これは高次モードの影響を考慮せず，

せん断力係数を低く評価したためだと考えられる。図 7 より，

増幅率法と割増率法はモデル 1 では概ね安全側の評価をして

いることが分かる。モデル 2 の場合，増幅率法は危険側な評

価となることが多いが，割増率法はばらつきがある安全側の

評価をしていることが確認できる。これは増幅率法では高次

モードによる最上層の応答の増幅を低めに評価したためだと

考えられる。図 8より，免震指針法と補正法はモデル 1，2の

1 ~ 3層では良い対応が見られる。モデル 2の 4層では補正法

は免震指針法より応答結果との対応が良いが，免震指針法と

同様に危険側となることが分かる。これは上部構造の質量分

布による高さ方向の応答増幅を考慮していないためだと考え

られる。 

5．まとめ 

 本報では，現在の免震建物の設計用せん断力係数分布の算

出方法が質量分布の一様ではない建物に対する適用性につい

て検証した。告示法と増幅率法はばらつきが大きく，危険側

な評価となることが多い。免震指針法と補正法は，質量がほ

ぼ一様なモデル 1 において応答結果と良い対応が見られる。

一方で，上部構造の質量分布による高さ方向の応答増幅を考

慮していないため，屋上階の質量が小さいモデル 2 の 4 層に

おいては危険側な評価となった。 
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図 6 告示法 

 

図 7 増幅率法と割増率法 

 

図 5 せん断力係数分布 

  （ART HACHI 40） 

 
図 8 免震指針法と補正法 
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